
東京都消費生活基本計画における
消費者教育に関する取組

令和５年度実績・令和６年度予定
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１ 学校教育における消費者教育の推進

○成年年齢引き下げに伴う諸課題に関する指導の充実に向けた研修会の実施(10月)

・全都立高校等での教材等活用状況・生徒からの相談状況を把握。学校への指導助言等。
○消費者教育コーディネーターによる出前講座及び教材等の活用の周知
〇校長連絡会等にて「教員のための消費者教育講座」・メルマガ・教材等の周知

（１）高等学校等での取組

○学校向け消費者教育事業について、区市町村教育委員会の指導主事等へ説明(４月)

・教員のための消費者教育講座、情報提供誌「わたしは消費者」、出前講座、Web
版消費者教育読本、消費者教育DVD、消費者教育コーディネーターの活用 等
〇消費者教育教材等の活用についての周知(7月)

・区市町村教育委員会を通じ、学校宛適宜周知

（２）小中学校等での取組

○成年年齢引下げに伴う啓発チラシ（※①）、消費者教育・啓発ノート（※②）の
配布
・都内全高校２年生及び保護者向けに同時配布 12万部

（３）保護者等に向けた取組

令和５年度の主な取組実績 資料３－３ー①
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※① 成年年齢引下げに伴う啓発チラシ ※② 消費者教育・啓発ノート
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○教員講座（受講者数延べ1,072人）
・講義10回、実験３回×２を会場及びオンライン配信で実施
・18歳成年への準備に欠かせない情報を学ぶ講座、エシカル消費など、持続可能な
社会生活を体感できる講座など、学校の授業にすぐに役立つ実践的なものを実施

（４）教員への研修等支援
資料３－３－③

Ｒ２年度
･事業の広報
･学校相談の
対応

Ｒ３年度
･若者参加型事業
との連携開始
･教育庁との連携

Ｒ４年度
･中学校担当の設置
･アクティブ･
ラーニングの構築

（５）消費者教育コーディネーターの配置

内 容 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度（※）

広報活動（教員向け広報、校長会等における広報活動の件数） 16件 14件 26件 27件

個別相談（中学校・高等学校等からの相談に対応した数） 10校 17校 38校 53校

学校コーディネート（消費者教育の実施につながった数） ３校 12校 25校 29校

＜実績＞

Ｒ５年度
･多様な機関との連携進展
・特別支援学校や定時制
高校等のコーディネート

＜令和５年度学校コーディネートの主な内容＞

・特別支援学校において、在校生や卒業生を対象と

した消費者教育のコーディネートを実施。

・若者参加型事業と連携し、定時制高校における

コーディネートを実施。

＜学校や生徒からの主な反応＞

・自分事と捉えられる実践的な内容で、啓発効果が

高いと感じた（学校）。

・自分が知るだけでなく周りにも伝えることをして

いきたい（生徒）。



○消費者情報の入口 ○時勢を捉えた情報発信

（１）ＷＥＢ等を活用した普及啓発

・マッチングアプリをきっかけとした
消費者トラブルに遭わないための情報提供

・欲しい情報を探しやすく、展開を促す構成。

資料３－３－④

身近な消費者トラブルを紹介

関連情報のページへ

東京くらしWEB
トップページ

バナーからアクセス
東京くらしWEB
トップページ

バナーからアクセス

相談事例や注意点を紹介

東京くらしWEB内の関連情報への
リンクを掲載し、展開を促す

相談先を案内

２ 注意喚起・情報発信



■マッチングアプリを悪用して近づいてきた相手から投資などを勧められたり、
高額な飲食代を請求されるなどの、消費者からの相談が急増していることを
受けて、動画・啓発チラシを作成

■SNS広告や都が主催するイベントや若者が集まる施設等で広く発信・配布し
て注意喚起

マッチングアプリをきっかけとした消費者被害への注意喚起

動画・チラシの
詳細はこちら⇩
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チラシの詳細
はこちら⇩

悪質ホストクラブ等での高額な請求等に関するトラブルへの注意喚起

■悪質なホストクラブ等に関連する被害やトラブルが発生していることを受けて、
都では高額な請求等に関するトラブル事例の紹介や、犯罪に巻き込まれる危険性、
困ったときの相談窓口を周知するためのチラシを作成。ホームページやSNS等を
通じて注意喚起

東京くらしWEB

消費者注意情報

「ホストクラブに通い
多額の借金を背負っ
てしまった！

～一人で悩まず
早めに相談を～」

詳細はこちら⇩

資料３－３－④参考２



〇ポスター、リーフレットの作成
・都内各種学校、ネットカフェ、ボウリング場、駅、消費生活センター等にて配布
○若者啓発用動画の作成、放映
・インターネットやＳＮＳ（X（旧：Twitter）、YouTube）、交通広告（JR中央線、
都営地下鉄等）、街頭ビジョン等にて広告掲出
○特別相談「若者のトラブル110番」の実施 など

（２）若者向け悪質商法被害防止キャンペーンの実施（令和６年１月～３月）

若者啓発用動画

資料３－３－⑤

若者が被害に遭いやすい商法や気をつけるべきキーワードを紹介し

「あやしいと思ったらすぐ相談」と「１８８（消費者ホットライン）」を周知

ポスター



〇消費者トラブルをテーマにCMシナリオ及び動画を公募
（６月～10月）
○最終審査会（12月）※応募総数7079点、優秀賞4作品、入選6作品
○完成したCM動画の公開（令和6年3月）

（３）消費者被害防止のための若者参加型事業の実施

令和５年度の入賞作品と、作品を元に制作した啓発映像

資料３－３－⑥



○都区市町村合同研修の実施（消費生活行政職員等の知識や実務能力の向上）
・１６回 １，７２７人

○市町村との共催講座の開催（講座開催に関するノウハウを提供）
・１７回 ４１３人

○東京都消費者啓発員の派遣による講座実施の支援
・１８回 ４５４人

３ 区市町村支援

〇学校向けメルマガの配信
・大学・専修学校等（104校）、全都立学校教員及び希望のあった私立学校（16校）

○教員向け消費者教育情報提供誌「わたしは消費者」発行（年4回）
・教員向けに消費生活上の課題や消費者教育教材等について情報提供
例）トピック例：ネット通販の基礎知識、不動産賃貸借契約、脱毛エステ等

注意喚起：マッチングアプリによるビジネススクール勧誘、違法なアルバイトに注意等

〇校長連絡会・義務教育連絡会等での周知
・消費者教育コーディネーター制度と具体的な相談例を交えた活用方法を提示する
等、各種周知を実施

（４）学校への情報発信
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〇くらしフェスタ東京の
開催（メインは10月）

・テーマ「持続可能なや
さしい未来へ」

（２）消費者団体との協働事業

〇シンポジウムの開催
（11月）
「デジタルシフト！潜むリ

スク高めようリテラシー」
・受講人数 ６９人

（１）事業者団体等との連携
による消費生活講座

〇特設WEBページの開設

（３）計量に関する周知と
教育の推進

４ 全世代に向けた消費者教育の取組

・親子はかり教室（7~9月）

・都民計量のひろば（10~12月）
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「TOKYOエシカル」R５年度の取組状況

パートナー公募 カンファレンス情 報 発 信

エシカルミーティング

■ パートナー同士でエシカル消費
に関する意見交換、アイディア創出

■ ｢消費者との接点づくり｣
｢子供・若者の体験創出｣など
テーマを設定して３回開催

■ 各回２０社程度が参加

■ エシカル消費に係る
取組を推進する企業
等を通年で公募

■ 約220団体が参加
（R5.12現在）

■プロジェクトのキック
オフ

■シンポジウム、ネット
ワーキングを実施

■ 都、パートナー企業
同士の連携強化

■ Webサイト・Instagram

店頭での啓発

エシカルマルシェ 子供向けエシカル体験ツアー

■ エシカルな取組の見学・体験＋子供が自分にできること

を考えるワークショップを実施

第１回 イケア・ジャパン（テーマ：エシカルとSDGｓ）

第２回 共立女子大学（テーマ：食品ロス）

第３回 三栄コーポレーション（テーマ：アップサイクル）

■ 子供から大人まで楽しみながらエシカル消費を体感・
体験できるマルシェを開催

■ 音楽フェス「INSPIRE TOKYO」とコラボし、７月の
３連休に渋谷で実施

■ フィンランド発祥のリサイクル・アップサイクルの

イベント「CLEANiNGDAY」とコラボし、３月に

３日間、立川で実施

■ エシカルな商品が並ぶブース、フードコートやワーク
ショップなど多彩なコンテンツを展開

■ テレビ朝日「東京サイト」
で特集

（10/16~20）

■イオンリテール株式会社と連携して、６月の環境
月間に併せ、使い捨てプラ削減とエシカル消費
の推進に向けた取組を
実施

■都内「イオン」等で
TOKYOエシカルのロゴ
マーク入りマイバスケッ
ト販売

（４）エシカル消費の理解の促進 資料３－３－⑨



〇区市町村教育委員会を対象とした消費者教育・環境教育推進委員会を、義務教育指導課事

業説明会として年間３回開催

〇消費者教育コーディネーターを増員し(1名)、学校現場（中学・高校・大学等）と連携する

ことにより、さらなる消費者教育の推進を図る。

〇大学等の新入生オリエンテーション向けに、悪質商法被害防止出前講座の活用促進を図る。

〇若者参加型事業を通じた情報発信

・消費者トラブルをテーマに若者からＣＭシナリオ及び動画を公募・公開

・契約や消費者トラブルについて学べるeラーニング教材等を作成し、学校での活用を推進

・社会教育施設や、外国人等消費者教育を受ける機会の少ない若者が集うＮＰＯ団体等への

アプローチを推進

〇若者の消費者トラブルに関する注意喚起動画の作成・放映、ターゲティング広告の実施等

〇TOKYOエシカルの展開

・エシカル消費のさらなる実践拡大に向け、都民・パートナー企業等との協働により発信を

強化

・子供・若者を対象としたワークショップや成果発表会など、学び・体験・発信の場を拡充

令和６年度の主な取組予定

１ 学校教育における消費者教育の推進

２ 注意喚起・情報発信

３ エシカル消費の理解の促進
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